

募集要領

第１号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

参加意思表明書

　このことについて，下記のとおりプロポーザル方式への参加を申し込みます。なお，添付書類及び記載事項については，事実と相違ないことを誓約します。

記
１　件名
柏市上下水道料金徴収等業務委託プロポーザル
２　添付書類
 (1) 
 (2) 
 (3) 
　※項目を追加して下さい
３　連絡先
(1) 担当部署：
(2) 担当者　：
(3) 電話番号：
(4) ＦＡＸ　：
(5) メールアドレス：
第２号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

暴力団排除に関する誓約書

　当社（個人の場合は私）は，柏市が柏市暴力団排除条例（平成２４年柏市条例第４号）に基づき，暴力団を利することとならないよう，暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団と密接な関係を有する者を市の事務等から排除していることを承知したうえで，下記の者に該当せず，将来においても該当しないことを誓約します。

この誓約書が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることになっても，異議は一切申し立てません。

また，柏市上下水道事業管理者が必要であると判断した場合は，柏市上下水道事業管理者が市の区域を管轄する警察署に照会することについて承諾します。

記

１　柏市入札契約暴力団対策措置要領第２条第２項第３号に規定する有資格業者等（以下「有資格業者等」という。）の役員等（有資格業者等が個人である場合にはその者を，有資格業者等が法人その他の団体である場合にはその役員，その支店の代表者又は常時契約を締結する事務所，営業所その他これらに類するものの代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員であるとき又は暴力団若しくは暴力団員が有資格業者等の経営に実質的に関与している者

２　有資格業者等の役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

３　有資格業者等の役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持・運営に協力し，又は関与している者

４　有資格業者等の役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

５　有資格業者等の役員等が，暴力団若しくは暴力団員であること又は上記の１から４に該当することを知りながら，これを不当に利用するなどしている者

※記名・押印は，代表者の記名・押印をすること。（見積り合わせの権限を委任している場合，代表者氏名欄は，受任者の記名・押印をすること。） 

第３号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

社会保険及び最低賃金法適用報告書

　当社の社会保険の加入状況は，次のとおりです（該当するものに（括弧内に）○を付けてください。）。

（　　　）社会保険に加入している。

　次の書類（最新のもの）を添付してください（添付した書類に○を付けてください。）。

	
	１　健康保険，厚生年金保険料等の「保険料納入告知額・領収済額通知」の写し（厚生労働省年金局事業管理課長が発行したもの）

	
	２　労働保険料等の「領収書・領収証書」の写し（各労働局が発行したもの）

	
	３　労働保険の「概算・確定保険料・一般拠出金　申告書」の写し（各労働局に提出したもの）


（　　　）社会保険に加入義務がない。

　加入義務がない理由を記載した文書（様式等自由。代表者の記名押印があるもの。）に，その事実が確認できる書類，資料等を添付の上，提出してください。

（　　　）社会保険に加入していない。


　最低賃金法の適用（遵守）について（該当する方の括弧内に○を付けてください。）

（　　　）当社は，最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４条第１項等の関係法令を遵守しており，柏市上下水道料金徴収等業務委託を受託した場合は，本受託業務の履行に当たり，最低賃金法第４条第１項等の関係法令を遵守（適用）します。

（　　　）当社は，最低賃金法第４条第１項等の関係法令を遵守しておらず，柏市上下水道料金徴収等業務委託を受託した場合は，本受託業務の履行に当たり，最低賃金法第４条第１項等の関係法令を遵守（適用）しません。

第４号様式

令和　　年　　月　　日　
質疑書

　　柏市上下水道事業管理者　　あて
	商号・所属
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	


件名【　柏市上下水道料金徴収等業務委託プロポーザル　】

　本案件について，下記のとおり質疑を提出します。

	
	項目
	質疑内容

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


【期限】

質疑書の提出期限：令和８年８月１４日（金）午後５時まで

【提出方法，送付先】

・質疑内容を本様式に記入の上，電子メールに添付し送付すること。

・送付先：柏市上下水道局料金課
・メールアドレス　ryokin@city.kashiwa.chiba.jp
第５号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

辞退届

　　　　　　　　　　　　　は，「柏市上下水道料金徴収等業務委託プロポーザル」に参加意思表明をしましたが，参加を辞退します。

（辞退の主な理由）

第６号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

誓約書

　柏市が実施する「柏市上下水道料金徴収等業務委託プロポーザル」への参加に当たり，下記の事項について，誓約します。

記

１　柏市上下水道料金徴収等業務委託プロポーザル募集要領に定める事項を了知し，これを遵守すること。

２　この誓約書のほか柏市に提出する書類が事実と相違ないこと。

第７号様式

会社（法人）概要

１　会社名

２　代表者氏名

３　設立年月日

４　従業員数

５　資本金・基本財産等

６　業務内容

７　過去３年間の個人情報に関する事故

　　□　あり　　　　□　なし

　　※「あり」の場合は，その概要及び対応を記載してください。


８　その他特記

第８号様式

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

業務委託契約実績書
平成２８年度以降における官公庁の受託実績

	業務内容
	受託先
	受託業務の詳細
	従事者数

	上下水道料金徴収等業務委託
	△□市水道局
	・受託期間：令和3年4月～令和8年3月

・受託金額：2,000,300,000円

・業務内容：上下水道使用開始・休止の受付（電話，窓口），水道料金請求・収納・滞納整理，上下水道料金管理システム・給水装置管理システム構築・運用

	①通常期

　１０人／日

	
	
	
	②繁忙期

　２０人／日

	水道メーター検針業務委託
	〇〇市上下水道局
	・受託期間：平成30年4月～平成31年3月
・受託金額：52,000,000円
・業務内容：水道メーター検針

	①通常期

　３０人／日

	
	
	
	②繁忙期

　　　人／日

	給水装置工事申請受付業務委託
	□〇県営水道
	・受託期間：平成28年4月～令和2年3月
・受託金額：108,000,000円
・業務内容：給水装置工事申請・相談受付

	①通常期

　　３人／日

	
	
	
	②繁忙期

　　６人／日

	
	
	・受託期間：

・受託金額：

・業務内容：


	①通常期

　　　人／日

	
	
	
	②繁忙期

　　　人／日

	
	
	・受託期間：

・受託金額：

・業務内容：


	①通常期

　　　人／日

	
	
	
	②繁忙期

　　　人／日


※上記に記載する実績は，募集要領２（４）の要件を満たすものに限ります。

※受託時期が新しいものから順に記入してください。

※受託金額は，税抜きの金額を記入してください。

※従事者数を通常期と繁忙期に区別できない場合は，通常期の欄に記入してください。
※記入欄が不足する場合は，記入欄を適宜追加してください。

第９号様式

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

実施体制計画書
　業務を受注した場合の実施体制について，記載してください。

	区分
	配置

人員
	内訳
	有資格，経験内容・年数等

	
	
	担当業務
	雇用区分
	

	統括業務管理責任者
	人
	
	正社員　　人

非正規　　人

(     )
	

	副統括業務管理責任者
	人
	
	正社員　　人

非正規　　人

(     )
	

	業務管理責任者
	１人
	上下水道料金請求・収納業務・滞納整理業務
	正社員　１人


	・正社員１人
上下水道料金請求・収納業務を４年以上経験した者を配置予定


	業務管理責任者
	２人
	電算システム構築・運営業務
	正社員　１人
非正規　１人

( 派遣社員 )
	・正社員１人
氏名：△川花子
協力会社〇〇システム正社員

〇□県営水道の委託業務で水道料金システム運営業務を３年経験
〇□県営水道システム運営業務と兼務
・派遣社員１人
水道料金システム運営業務を３年以上経験した者を配置予定


	業務従事者
	１０人
	上下水道料金料金請求・収納業務
	正社員　２人

非正規　８人

( パート )
	・正社員２人
上下水道料金料金請求・収納業務を２年以上経験した者を配置予定
・パート５人
水道料金コールセンターを１年以上経験した者を配置予定
・パート３人
新規採用



※行は適宜追加してください。
※業務管理責任者及び業務従事者については，所管する担当業務ごとに１行とするなど，所管する担当業務ごとの配置人数等が分かるようにしてください。
※統括業務管理責任者，副統括業務管理責任者，業務管理責任者については，配置予定者が決まっている場合，１人につき１行で記入しても可とします。
※内訳／雇用区分の欄中，非正規の括弧内については，契約社員，派遣社員，嘱託社員，パートタイム社員などの雇用区分を記入してください。

※本受託業務に専属でない者（兼務）がいる場合は，兼務する他業務の内容及び人数が分かるように記入してください。

第１０号様式の１
　　　　　　　　　　　　　　　法人名

提案書（その１）

１　信頼性・個人情報保護（評価項目　１（１)から（４）まで）
　　信頼性の各評価項目について，評価内容に沿った具体的な提案を行ってください。具体的な記入方法は次のとおりです。
　　実績を例にする場合は，本業務を受託した場合に実現可能なもののみ記入するとともに，費用対効果等も可能な限り記入してください。
　
　［記入方法］
　　１　信頼性・個人情報保護
　　　(1) 経営状況
　　　(2) コンプライアンス
　　　(3) 個人情報の保護対策
      (4) 受託実績
　　と評価項目を明示したうえで，具体的な提案を行ってください。　
第１０号様式の２

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

提案書（その２）

２　受託に対する意欲・能力（評価項目　２（１）から（４）まで）
　　受託に対する意欲・能力の各評価項目について，評価内容に沿った具体的な提案を行ってください。具体的な記入方法は次のとおりです。

　　実績を例にする場合は，本業務を受託した場合に実現可能なもののみ記入するとともに，費用対効果等も可能な限り記入してください。

　　なお，業務遂行基準の到達点は，実現可能な値としてください（目標や希望的な値とはしないでください。）。
　［記入方法］

　　２　受託に対する意欲・能力

　　　(1) 円滑に業務開始できる能力

　　　(2) 滞りなく業務遂行する能力

　　　(3) 業務を効率的・効果的に継続して行える体制の整備
      (4) 業務遂行基準の到達点

　　の順で評価項目を明示したうえで，具体的な提案を行ってください。　
第１０号様式の３
　　　　　　　　　　　　　　　法人名

提案書（その３）

３　人員体制について（評価項目　３（１）から（３）まで）
　(1) 労働環境に関する各設問について，「はい，いいえ」の該当する方を○で囲んでください。

	項目
	内容
	該当

	労働条件
	就業規則，雇用契約，労使協定等の労働条件について，適切な内容となっていますか。
	はい　いいえ

	労働時間
	労働日ごとの労働時間を適正に把握し，記録していますか。
	はい　いいえ

	
	休暇・休日の取得状況及び管理は適切ですか。
	はい　いいえ

	安全衛生
	毎年定期的に健康診断を実施していますか，また，産業医・衛生管理者の選任は適正ですか。
	はい　いいえ

	賃金
	賃金台帳等から適正な計算，支払が行われていますか。
	はい　いいえ

	
	時間外，休日等の割増賃金について，適正に賃金を支払っていますか。
	はい　いいえ

	帳簿等の整備
	法定三帳簿（労働者名簿，賃金台帳，出勤簿）が整備されていますか。
	はい　いいえ


　(2) 人員体制の各評価項目について，評価内容に沿った具体的な提案を行ってください。具体的な記入方法は次のとおりです。
      実績を例にする場合は，本業務を受託した場合に実現可能なもののみ記入するとともに，費用対効果等も可能な限り記入してください。

　　　なお，実施体制については，実施体制計画書（第９号様式）に記入してください。
  　［記入方法］

　　  ３　人員体制
　　　　(1) 配置要員に対する考え方

　　　　(2) 補完体制

　　　　(3) 業務工程に応じた柔軟性

　　　　の順で評価項目を明示したうえで，具体的な提案を行ってください。　
第１０号様式の４
　　　　　　　　　　　　　　　法人名

提案書（その４）

４　研修体制について（評価項目　４（１）及び（２））
　　研修体制の各評価項目について，評価内容に沿った具体的な提案を行ってください。具体的な記入方法は次のとおりです。
      実績を例にする場合は，本業務を受託した場合に実現可能なもののみ記入するとともに，費用対効果等も可能な限り記入してください。

  　［記入方法］

　　  ４　研修体制
　　　　(1) 研修方法

　　　　(2) 情報の共有化

　　　　の順で評価項目を明示したうえで，具体的な提案を行ってください。
第１０号様式の５
　　　　　　　　　　　　　　　法人名

提案書（その５）

５　危機管理について（評価項目　５（１）から（３）まで）
　　危機管理の各評価項目について，評価内容に沿った具体的な提案を行ってください。具体的な記入方法は次のとおりです。
      実績を例にする場合は，本業務を受託した場合に実現可能なもののみ記入するとともに，費用対効果等も可能な限り記入してください。

  　［記入方法］

　　  ５　危機管理
　　　　(1) 全般的な予防

　　　　(2) 各業務における誤りの防止
　　　　(3) 行政対象暴力への対応

　　　　の順で評価項目を明示したうえで，具体的な提案を行ってください。
第１１号様式

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

経費見積書

　柏市上下水道料金徴収等業務委託に伴う経費の見積金額（税抜）は，下記のとおりです。

記

１　見積金額合計
　　　　　　　　　　円（※１）
２　各年度の支払額
　(1) 令和　９年度支払額　　　　　　　　　　０円（税抜）

　(1) 令和１０年度支払額　　　　　　　　　　　円（税抜）
　(2) 令和１１年度支払額　　　　　　　　　　　円（税抜）
　(3) 令和１２年度支払額                      円（税抜）
　(4) 令和１３年度支払額　　　　　　　　　　　円（税抜）
　(5) 令和１４年度支払額　　　　　　　　　　　円（税抜）
※１　予定契約期間６年間の合計の契約金額は，見積金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額）とするので，提案書等の提出者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった予定契約期間６年間の合計（※２）の契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を記入してください。

※２　予定契約期間６年間の合計の予定金額は，消費税額及び地方消費税額を含んだ金額で，２，８２７，０００，０００円を上限金額としており，上限金額を超える提案は，失格となります。
第１１号様式の２

令和　　年　　月　　日　

　柏市上下水道事業管理者　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印　　　

経費見積内訳書

第１０号様式の見積金額の内訳は，次表のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項目
	金額
	備考

	＜直接人件費（基本給，能力給，通勤等各種手当）＞（Ａ）

	社員（管理職）
	
	

	社員（一般職）
	
	

	（　　　社員）
	
	

	人件費合計
	
	

	＜間接人件費（社会保険料，労働保険料，各種引当金，福利厚生費　など）＞（Ｂ）

	社員（管理職）
	
	

	社員（一般職）
	
	

	（　　　社員）
	
	

	間接人件費合計
	
	

	＜物件費＞（Ｃ）

	直接物品費
	
	

	業務管理費
	
	

	物件費合計
	
	

	＜諸経費＞（Ｄ）

	一般管理費
	
	

	＜その他＞（Ｅ）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ)
	
	

	※括弧内については，契約社員，派遣社員，嘱託社員，パートタイム社員などの雇用区分を記入してください。


記入例





記入例









